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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 千円 27,352,140 24,966,790 25,062,222 25,880,682 26,515,708

経常利益 千円 2,121,437 809,502 1,087,419 2,316,955 2,108,862

当期純利益 千円 552,899 166,314 902,407 1,288,558 1,180,295

持分法を適用した場合
の投資利益 

千円 － － － － －

資本金 千円 5,478,034 5,478,034 5,478,034 5,478,034 5,478,034

発行済株式総数 千株 21,076 21,076 21,076 21,076 21,076

純資産額 千円 23,328,225 23,202,158 23,908,489 23,416,110 24,389,787

総資産額 千円 30,304,125 28,972,458 29,116,782 29,367,372 27,332,717

１株当たり純資産額 円 1,106.88 1,101.01 1,150.94 1,127.31 1,174.24

１株当たり配当額 
（内１株当たり中間配
当額） 

円 
(円) 

14.00 
（7.00）

10.50
（7.00）

12.00
（6.00）

14.00 
（6.00）

15.00
（7.00）

１株当たり当期純利益
金額 

円 26.23 7.89 42.92 62.03 56.82

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

円 － － － － －

自己資本比率 ％ 77.0 80.1 82.1 79.7 89.2

自己資本利益率 ％ 2.3 0.7 3.8 5.4 4.9

株価収益率 倍 25.96 84.28 15.84 15.94 17.79

配当性向 ％ 53.4 133.1 28.0 22.6 26.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

千円 1,787,111 △237,125 2,401,252 2,523,054 632,925

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

千円 △464,935 △923,009 △124,203 △1,460,423 △670,470

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

千円 △337,217 △291,650 △1,290,593 △251,383 △1,912,468

現金及び現金同等物の
期末残高 

千円 6,236,538 4,784,752 5,771,207 6,582,434 4,632,780

従業員数 
（外、平均臨時雇用者
数） 

人 
1,076 
（405）

1,061
（415）

1,020
（426）

964 
（511）

953
（592）



３．持分法を適用した場合の投資利益は、利益基準及び利益剰余金基準に基づき重要性がないため、記載しておりません。 

４．新株予約権付社債等潜在株式がないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は記載しておりません。 

  



２【沿革】 

年月 概要

昭和16年１月 大阪市生野区において、「佐々栄商会」を個人経営にて創業し、眼鏡卸売販売の営業を開始。 

昭和36年１月 大阪市生野区において、眼鏡卸売販売業の瑞宝眼鏡光学株式会社を設立。 

昭和36年５月 本社において、眼鏡小売販売業の勝山店を併設。 

昭和39年４月 小売専門店の「メガネの愛眼」第１号店（庄内店）をダイエー庄内店ショッピングセンター内

に開設。以後インショップ形式を主流にチェーン展開。 

昭和39年11月 当社主宰のボランタリーチェーン［ネオックメガネチェーン（略号ＮＥＯＣ）］を結成し、共

同商品「ＮＥＯＣ」を開発。 

昭和45年10月 当社主宰のフランチャイズチェーン［メガネの愛眼］第１号店の契約をし、北海道岩見沢市に

設置。 

昭和45年11月 関東地区に初進出（上大岡店、ただし現閉鎖）。 

昭和48年６月 オリジナルブランド商品「アイアイ」「アイライフ」を開発。 

昭和48年11月 四国地区に初進出（鳴門店）。 

昭和50年７月 東海地区に初進出（豊田店）。 

昭和55年11月 九州地区に初進出（福岡店、ただし㈱メガネの愛眼による）。 

昭和58年10月 メガネの装用マナーとして「メガネ着替えてアイファッション」を提唱。 

昭和61年６月 箕面牧落店を開設し、ロードサイドショップを新設。 

昭和62年４月 株式会社メガネの愛眼を吸収合併。 

昭和62年４月 大阪市天王寺区（現在地）に新社屋を竣工。 

昭和62年７月 愛眼株式会社に商号変更し、本店を現在地（大阪市天王寺区）に移転登記。 

平成元年５月 「メガネの愛眼」レギュラーチェーン第100号店（小田原飯泉店）を開設。 

平成元年11月 大阪証券取引所（現 株式会社大阪証券取引所）市場第二部に株式を上場。 

平成５年２月 「メガネの愛眼」レギュラーチェーン第150号店（千葉みつわ台店）を開設。 

平成６年５月 北京愛眼佐佐木眼鏡有限公司に資本参加。（現 北京愛眼眼鏡有限公司） 

平成６年10月 中国北京市に北京愛眼佐佐木眼鏡有限公司の「メガネの愛眼 北京前門店」を開設。 

平成８年３月 「メガネの愛眼」レギュラーチェーン第200号店（草津店）を開設。 

平成８年７月 写真館の第１号店（垂水名谷店）を開設。 

平成９年６月 関東地区の大型店舗として、横浜本店を開設。 

平成10年12月 関西地区の大型店舗として、大阪本店を開設。 

平成12年10月 東京証券取引所（現 株式会社東京証券取引所）市場第二部に株式を上場。 

平成12年12月 東海地区の大型店舗として、浜松本店を開設。 

平成13年３月 東京証券取引所（現 株式会社東京証券取引所）並びに大阪証券取引所（現 株式会社大阪証

券取引所）市場第一部指定。 

平成13年10月 中国地区の大型店舗として、岡山本店を開設。 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（愛眼株式会社）及び子会社４社、関連会社２社で構成され、眼鏡、光学

品及び写真等の販売を主な内容とし、事業活動を展開しております。 

 当社グループの当該事業にかかる位置付けは、次の通りであります。 

 

 （注）※１ 子会社 

※２ 関連会社 

  

  



４【関係会社の状況】 

 関連会社は次の通りであります。 

 （注）１．北京愛眼眼鏡有限公司の資本金は取得時の為替相場で換算して記載しております。 

２．北京愛眼眼鏡有限公司に対する持分は100分の50超でありますが実質的に支配していないため、関連会社としておりま

す。 

  

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業
内容 

議決権の
所有割合
又は被所
有割合 
（％） 

関係内容 

北海道ネオック㈱ 大阪市天王寺区 72,000 眼鏡小売 41.7
当社から商品仕入をしておりま
す。 
役員の兼任１名。 

北京愛眼眼鏡有限
公司 

中華人民共和国
北京市 

125,400
(1,200千米ドル)

眼鏡小売 51.0
当社から商品仕入をしておりま
す。 
役員の兼任２名。 



５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員（就業時間８時間換算による）を外数で記載し

ております。 

２．平均年間給与（税込み）は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合はありません。 

 なお、労使関係については良好であります。 

  

  

    平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

953（592） 36歳5ヵ月 13年9ヵ月 4,684,464 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当期のわが国経済は、企業収益が着実に増加、設備投資、輸出入も堅調に推移し、株式相場等の好調さもあり緩やかに拡大

を続けました。また雇用・所得環境も引き続き改善傾向となったものの、原油高騰などによる原材料価格の上昇、定率減税の

廃止や年金保障の問題など先行きへの不安感は拭えず、個人消費は一部では底堅いものがありましたが回復テンポは鈍い状況

にありました。 

 このような状況のもと、当社は４業態を軸に新規出店や既存店の活性化のための店舗改装、５Ｓ（整理・整頓・清掃・清

潔・躾）活動を積極的に推進し、お客様に満足いただける心地よい空間やサービスの提供と、快適な生活の情報発信専門店づ

くりに努めました。また従業員の能力向上のための各種研修・教育を実施し販売力の強化に努めるなど、ハード・ソフト両面

から顧客満足度の向上とロイヤルカスタマーづくりに継続して取り組み、「地域一番店」を目指して参りました。 

 当期の業績は、全社的な営業施策(キャッシュバックキャンペーンなど)の影響で単価が微減し、粗利益率も低下したもの

の、営業施策効果で販売数量が全体的に増加しました。その結果、売上高は26,515百万円（前期比２.５％増）となりました。

しかしながら、継続して経費削減にも努力し、退職金制度の変更による退職給付制度終了益を特別利益に計上したものの、不

採算店舗閉鎖による処理費用等を営業外費用に計上したこと等により、経常利益2,108百万円（前期比９.０％減）、当期純利

益1,180百万円（前期比８.４％減）となりました。 

 次に部門別の概況を申しあげます。 

① 小売部門（眼鏡、写真館） 

 眼鏡小売部門におきましては、消費者の要求の多様化と消費価値観の変化にともない、専門店に対する要求内容がますま

す高度化し厳しい選別がなされ、また大規模ショッピングセンターの開業などによる立地環境の変化、企業・店舗間競合の

激化、天候不順による個人消費意欲の低減などが影響し、厳しい経営環境が続いております。 

 当社は立地、店舗規模が地域や時代のニーズに適っているか常に見直しつつ、本物志向でこだわりをもち上質のサービス

を求める人や、生活にゆとりが生じてきた団塊の世代を中心に、カウンセリングを重視した対面販売を推進するなど、顧客

との信頼関係の構築と生活密着型の眼鏡専門店づくりに取り組んでまいりました。また、個店毎に販売テーマを定めター

ゲットを絞った生活提案型の営業施策を継続し、全店規模では季節にマッチした販売促進活動を実施しました。 

 商品もニーズの多様化からスケールメリットが求めにくくなっているものの、個性化した消費者へターゲット・主張を明

確にした機能性豊かなオリジナルフレームの開発、最新デザインのフレーム採用、スーパーブランドフレームの積極的な取

扱いなど、品揃えの豊富さと魅力的な商品で差別化に努めました。 

 店舗づくりに関しても、明るく清潔な雰囲気づくりを念頭に、全店に徹底しております。「メガネの愛眼」、アルファ

ベットの「ＡＩＧＡＮ」、「ＳＹＺ」、「Ｋａｐｉｓ」など各業態を展開し、新規店舗１５店を開設し顧客利便性と市場占

有率の向上に取り組みました。その中でも東京にオープンしたヨドバシＡＫＩＢＡ店は、店舗面積が約３７０㎡ある大型物

件で、関東圏における中核店舗と位置付け経営資源を集中し、各年齢層に対応した品揃えと生活提案で、世代を超えた共感

を得、広域での集客を可能にしております。また地域の消費者志向の変化を常に意識しながら既存店の改装にも取り組み、

全社的な活性化を図ってまいりました。一方、ショッピングセンターの閉鎖や立地の変化、将来性が望めないと判断したこ

とにより、１２店舗を閉鎖いたしました。 

 当部門の売上高は、低迷が続いた１０～２０歳代のヤング層で流行のデザインや新型商品の投入により販売数量が下げ止

まり、決算セールなどで実施した本部主導の販売施策により集客効果があり、単価の微減を販売数で補えたことなどで、

24,957百万円(前期比３.０％増)となりました。 

 写真館部門は、既存店の全面改装や様々な営業施策を講じたものの、前期３月末で不採算店１店舗を閉鎖した影響なども

あり、売上高は189百万円(前期比１６.６％減)となりました。 



② 卸売部門（眼鏡） 

 眼鏡卸売部門におきましては、新規取引先の開発などに努めたものの、天候不順が地方の消費意欲を慎重にし、大手競合

店の進出や大規模ショッピングセンターの開業、在庫調整などが影響し、当社の既存得意先小売店への販売額は減少いたし

ました。当部門の売上高は1,367百万円(前期比４.５％減)となりました。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

 当事業年度における現金及び現金同等物は、税引前当期純利益の減少（前期比177百万円減）等により、当事業年度末には

4,632百万円（前期比1,949百万円減）となりました。 

 当会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは632百万円(前期比1,890百万円減)となりました。これは主に税引前当期純利益2,179百

万円、退職給付引当金の減少額728百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは△670百万円(前期比789百万円増)となりました。これは主に投資有価証券の売却によ

る収入557百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは△1,912百万円(前期比1,661百万円減)となりました。これは主に長期借入金の返済に

よる支出1,300百万円等によるものであります。 

  

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 該当事項はありません。 

  

(2）受注状況 

 該当事項はありません。 

  

(3）販売実績 

 当社は、メーカー等から商品の仕入れを行い、眼鏡小売店への卸売販売、店頭における一般消費者への眼鏡小売販売及び写

真館を営んでおります。 

 当期における品目別売上高、主要顧客別売上状況、地域別売上高、単位当たり売上高は次の通りであります。 

(a）品目別売上高 

  

(b）主要顧客別売上状況 

 該当事項はありません。 

品目別 

第46期
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

売上高（千円） 前年同期比（％） 

小売部門 

フレーム 8,905,811 103.1 

レンズ 11,516,941 104.7 

サングラス 1,104,918 97.3 

コンタクト類 2,018,808 99.4 

その他 1,601,312 97.5 

小計 25,147,793 102.9 

卸売部門 

フレーム 575,205 94.7 

レンズ 536,254 97.5 

サングラス 69,439 97.6 

コンタクト類 22,895 77.2 

その他 164,120 93.9 

小計 1,367,915 95.5 

合計 26,515,708 102.5 



(c)地域別売上高 

地域別 

第46期
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

売上高（千円） 構成比（％）
期末店舗数
（店） 

店舗異動状況 

新規出店(店) 退店（店）

  北海道 139,227 0.5 2 － －

北海道地方計 139,227 0.5 2 － －

  宮城県 181,478 0.7 3 － －

  山形県 48,659 0.2 1 － －

東北地方計 230,137 0.9 4 － －

  茨城県 43,319 0.1 1 1 －

  栃木県 45,389 0.2 1 － －

  群馬県 111,295 0.4 2 － －

  埼玉県 739,178 2.8 10 1 3

  千葉県 1,748,710 6.6 17 1 1

  東京都 1,835,064 6.9 20 2 1

  神奈川県 2,589,428 9.8 26 2 2

関東地方計 7,112,386 26.8 77 7 7

  岐阜県 358,724 1.3 4 － －

  静岡県 441,493 1.7 6 1 －

  愛知県 3,572,798 13.5 45 1 －

  三重県 93,116 0.3 1 － －

中部地方計 4,466,133 16.8 56 2 －

  滋賀県 381,085 1.4 5 － －

  京都府 570,996 2.1 9 1 1

  大阪府 6,011,808 22.7 68 2 3

  兵庫県 4,045,628 15.3 43 1 1

  奈良県 877,256 3.3 10 － －

近畿地方計 11,886,776 44.8 135 4 5

  岡山県 251,932 1.0 4 － －

中国地方計 251,932 1.0 4 － －

  徳島県 164,385 0.6 4 1 －

  愛媛県 81,253 0.3 1 － －

  高知県 171,275 0.7 2 － －

四国地方計 416,914 1.6 7 1 －



  

(d）単位当たり売上高 

 （注）１．小売部門のみ記載しております。 

２．売場面積及び従業員数はそれぞれ期中平均であり、従業員数には臨時従業員は含んでおりません。 

  

(4）仕入実績 

 当社の商品仕入形態は、商品部が一括して仕入れる形態であります。 

 当期における品目別仕入高は次の通りであります。 

  

  

地域別 

第46期
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

売上高（千円） 構成比（％）
期末店舗数
（店） 

店舗異動状況 

新規出店(店) 退店（店）

  福岡県 532,461 2.0 9 1 －

  長崎県 53,565 0.2 1 － －

  宮崎県 58,258 0.2 1 － －

九州地方計 644,285 2.4 11 1 －

小売販売計 25,147,793 94.8 296 15 12

卸売販売計 1,367,915 5.2 － － －

合計 26,515,708 100.0 296 15 12

項目 
第46期

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比
（％） 

売上高（千円） 25,147,793 102.9 

１㎡当たり売上高 売場面積（㎡） 42,558 － 

  
１㎡当たり期間売上高 
（千円） 

590 103.1 

１人当たり売上高 従業員数（名） 873 － 

  
１人当たり期間売上高 
（千円） 

28,806 105.3 

品目別 

第46期
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

仕入高（千円） 前年同期比（％） 

フレーム 2,893,048 99.0 

レンズ 3,142,562 104.9 

サングラス 566,196 101.8 

コンタクト類 1,226,508 98.9 

その他 928,203 102.3 

合計 8,756,519 101.6 



３【対処すべき課題】 

 眼鏡市場は、消費者マインドが低調に推移し、眼鏡需要の早急な拡大は望めず、厳しい経営環境下で各企業は存続を賭けた

シェア獲得競争を激化させ、競合の時代が続くものと思われます。このような状況のもと、「地域一番店」を指向し、顧客満足

度の向上による企業価値の向上に努め、成長を図る所存ですが、業績拡大のため以下の課題にも配慮してまいります。 

① 競合他社に比べ駅前型独立店への出店開発の遅れ 

 駅前型独立店の駐車場が十分に確保できず、自動車より徒歩客・自転車客等が顧客の中心となるため、設定商圏が当社の平

均的な商圏より狭くなり、より高い商圏占有率が必要であり、かつ駅前立地による不特定多数の流動的な消費者への販売ノウ

ハウの構築も必要であり、新しいニーズの掘り起こしと吸収が課題であります。今まで培ってきたノウハウをできる限り活用

し、アンテナショップの立ち上げやノウハウの確保を迅速に進めたいと考えております。 

② デベロッパー、キーテナント撤退時の早期対応 

 全店の約６割をショッピングセンターのテナントとして出店しているため、経営環境の急速な変化に伴い、デベロッパーや

キーテナントの経営状態の悪化等により、営業の継続に不透明な状況が生じる可能性を多少は考慮しなければなりません。 

 極力顧客、地域消費者の皆様にご不便・ご迷惑をかけないよう、事前に近隣のロードサイド物件を手当てするなど、対策を

早期に講じていく所存です。 

  

４【事業等のリスク】 

 以下において、当社の事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を掲載しております。ま

た、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資判断、あるいは当社の事業活動を理解する上で重要と考

えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。本項における将来に関する記載は、

当事業年度末において判断したものであります。 

なお、当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であります。ま

た、以下の記載は当社株式への投資に関するリスクを全て網羅するものではありませんので、この点にご留意下さい。 

① 出店地域について 

 当社は、本社所在地である関西圏及び関東圏、東海圏を中心に店舗展開を図っておりますが、今後は当該地域を重点にしつ

つ地方中核都市にも出店していく方針であります。当社は、立地条件が個店の売上高を左右する大きな要因であると考えてお

り、出店に当たっては社内基準に基づき、出店候補地の商圏人口、競合店状況、商業集積地、道路網、賃借料等の条件を検討

した上で、投資回収状況を想定しその可否を決定しております。 

但し、当社の出店条件に合致した物件がなく、計画通りに出店ができない場合や、出店後に立地環境等に変化が生じた場合に

は、当社の業績は影響を受ける可能性があります。 

② 業界の動向について 

 眼鏡小売市場では、少子高齢化で若年層が減少傾向にあるものの、老視眼鏡世代が増加し、若年層でも視力低下率が上がっ

ており、眼鏡消費人口は２０１０年頃まで微増の傾向が続くものと思われます。 

しかしながら、利便性が増した使い捨てコンタクトレンズの普及により、２０歳代を中心にコンタクトレンズ装用人口が増加

した場合、また、近年、近視、乱視、遠視の手術治療としてＰＲＫ（レーザー角膜切除屈折手術）などが広範に実施され、ト

ラブルや合併症が回避され、より安全な方法として一般に浸透した場合には、眼鏡需要は縮小し当社の業績にも少なからず影

響を及ぼす可能性があります。 

③ 競合店の影響について 

 当社の店舗においては、周辺の同業他社との間に、品揃え、品質、価格及びサービス等で激しい競合が生じております。さ

らに、同業者との競合に加えて、サングラスを取り扱うファッション雑貨店等との競合や、コンタクトレンズを取り扱うコン

タクトレンズ販売店とも競合関係にあります。 

当社といたしましては、「良い技術で、良い商品を、より廉く、より親切に」を経営方針に掲げ、徹底したコスト削減、季節

に応じた品揃え、視力測定・加工・調整などの技術力、商品知識を伴ったカウンセリング等、競争力の確保に努めておりま

す。しかしながら、これらの業者との競合関係が激化し、相対的に自社の競争力が低下した場合には、当社の業績は影響を受

ける可能性があります。 



④ 人材の確保及び育成について 

 当社は経営方針を実現することで顧客満足度をより高め、普遍的に繰り返し提供することで信頼度をより高め、ロイヤルカ

スタマー化を推進し、地域になくてはならない眼鏡専門店として成長を図っていく所存です。 

経営方針を実践するには、従業員が視力測定・加工・調整などの技術力と、生活シーンに適った光学、眼科学、商品、社会常

識などの販売知識力を十分に修得する必要があります。機械設備の進化や平準化によって店舗間の差別化が難しい現状では、

徹底した教育・育成による人材のレベルアップが、眼鏡専門店として存続への不可欠な条件と捉えているからです。経営方針

を実現できる人材の確保と育成を重要な経営課題として捉えておりますが、今後においても、当該方針を維持しつつ、積極的

な出店を継続していくためには、従来以上に人材の確保及び育成が重要な経営課題となっております。 

 近年、採用環境は好転する傾向にあり、中途採用及び新規採用の両面から、積極的に優秀な人材を採用していく方針であり

ます。また、従業員に対しては、目標管理制度や責任等級制度による成果主義等を導入することによりモラルの向上を促すと

ともに、研修プログラムの充実、スペシャリスト制度、独立支援制度等の導入によって、出店増への対応を図っております。 

しかしながら、新規出店を賄える人材の確保及び育成ができない場合には、出店計画の見直し等を行わざるを得ないこともあ

り、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤ 個人情報の取扱いについて 

 当社は多岐にわたる個人情報を、顧客の信頼のもと取り扱っております。個人情報保護法の施行により、コンピュータシス

テムのセキュリティ強化と、顧客データの本社一元管理体制を確立しました。その機密保持には現状考えられる高度なシステ

ムセキュリティ対策をとり、諸管理規程による従業員への教育、指示や内部監査を継続的に実施しています。 

 しかしながら、万が一外部要因による不可抗力のシステムトラブルや、人為的操作等により情報流出が発生した場合は、業

績に影響を与え社会的な評価を下げる可能性があります。 

  

  

  



５【経営上の重要な契約等】 

フランチャイズ契約 

 当社は、加盟店と １．相互信頼 ２．相互団結 ３．相互発展 ４．相互利益 ５．相互理解の精神をもとに、相互の商

業発展と商業的利益を増大することを目的とし、相互の共存共栄を基本方針としてフランチャイズ契約を締結しております。 

 その契約の主な要旨は次の通りであります。 

イ．契約の目的 

 愛眼株式会社加盟店に対して、自己の商標「メガネの愛眼」の基にその営業活動について技術指導、従業員教育、販売

促進のための企画指導、計数管理等の加盟店の利益の増大に役立つ経営指導を行い、同一企業イメージの基に商品を供給

し、定められた地域において営業を行う権利を与える。 

 これに対して加盟店は一定の対価を支払い、当社の指導の基に継続して営業を行い、相互の繁栄を図ることを目的とす

る。 

ロ．商品の仕入及び販売 

 加盟店の販売する商品は当社から仕入れ、当社の取扱う商品については加盟店の希望する商品を供給し、当社の提供し

たノウハウを基に消費者に販売する。 

ハ．契約期間 

 原則、契約締結日から３カ年とする。ただし、期間満了の150日前迄に一方当事者の解約申出のない時は、３年毎の自動

延長とする。 

  

６【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

１．財政状態の分析 

 資産合計は前期比で2,034百万円減少して27,332百万円となりました。流動資産は前期比1,871百万円減少の11,108百万円と

なり、これは主として、現金及び預金が1,849百万円減少したことによります。固定資産は前期比163百万円減少の16,224百万

円となり、これは主として、保証金及び敷金が237百万円増加したものの、繰延税金資産が426百万円減少したことによるもの

です。 

 負債合計は前期比3,008百万円減少して2,942百万円となりました。これは主として、短期借入金300百万円及び長期借入金

1,300百万円の返済によるものです。 

 資本合計は前期比で973百万円増加して24,389百万円となりました。これは主として、当期未処分利益が869百万円増加した

ためであります。 

  

２．キャッシュ・フローの分析 

 当事業年度における現金及び現金同等物は、税引前当期純利益の減少（前期比177百万円減）等により、当事業年度末には

4,632百万円（前期比1,949百万円減）となりました。 

 当会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは632百万円(前期比1,890百万円減)となりました。これは主に税引前当期純利益2,179百

万円、退職給付引当金の減少額728百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは△670百万円(前期比789百万円増)となりました。これは主に投資有価証券の売却によ

る収入557百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは△1,912百万円(前期比1,661百万円減)となりました。これは主に長期借入金の返済に

よる支出1,300百万円等によるものであります。 

 なお、キャッシュ・フロー指標の推移は以下のとおりであります。 

  

（注）１．各指標は、次の基準で算出しております。 

自己資本比率＝自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率＝株式時価総額／総資産 

債務償還年数＝有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ＝営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており、利払

いについては、営業活動によるキャッシュ・フローの支払利息を使用しております。 

２．平成18年３月期の債務償還年数は、有利子負債の残高がゼロであるため記載しておりません。 

期別 
項目 

平成17年
3月期 

平成18年
3月期 

自己資本比率（％） 79.7 89.2

時価ベースの自己資本比率（％） 70.0 76.8

債務償還年数（年） 0.6 －

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 112.5 97.2



３．経営成績の分析 

① 売上高 

 売上高は前期比で635百万円増加して26,515百万円となりました。売上高の94.1％を占める眼鏡小売部門が、市場のニーズ

や環境の変化、企業間競争の激化の中で、商品開発、販促企画、店舗開発・リニューアル等様々な営業施策に取り組み、販

売数量で微減となったものの単価の回復基調により、前期比で738百万円増加したことが増収の主たる要因であります。 

  

② 売上総利益 

 売上総利益は前期比で412百万円増加して17,702百万円となりました。これは眼鏡部門で大量仕入れ・集中販売やオリジナ

ルブランド品の販売比率向上に取り組んだことにより増加しております。 

  

③ 販売費及び一般管理費 

 販売費及び一般管理費は前期比で336百万円増加して15,607百万円となりました。これは主として給料の増加134百万円に

よるものであります。 

  

④ 営業利益 

 営業利益は売上総利益の増加により、前期比で75百万円増加して2,094百万円となりました。売上高営業利益率は前期の

7.8％から0.1ポイント上昇し7.9％となりました。 

  

⑤ 営業外損益 

 営業外損益は収益として保険金収入が前期比で186百万円減少したため、14百万円の収益となりました。 

  

⑥ 経常利益 

 経常利益は前期比で208百万円減少して2,108百万円となりました。売上高経常利益率は前期の9.0％から1.0ポイント下落

し8.0％となりました。 

  

⑦ 特別損益 

 特別損益は役員退職金132百万円計上したものの、退職給付制度終了益が84百万円発生し、投資有価証券売却益103百万円

を計上したため、前期比で30百万円増加して70百万円となりました。 

  

⑧ 税引前当期純利益 

 税引前当期純利益は前期比で177百万円減少して2,179百万円となりました。売上高に対する利益率は前期の9.1％から0.9

ポイント下落し8.2％となりました。 

  

⑨ 法人税等 

 「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整額」の合計額は、前期比で69百万円減少して999百万円となりました。こ

れは主に税引前当期純利益の減少に伴い課税所得が減少したものです。 

  

⑩ 当期純利益 

 当期純利益は、前期比で108百万円減少して1,180百万円となりました。１株当たりの当期純利益は、前期の62.03円に対

し、56.82円となりました。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

 当期の設備投資につきましては、総額942,736千円（保証金・敷金及び建設協力金を含む）となりました。その主なものは、店

舗の新設、既存店の改装等であります。 

  

２【主要な設備の状況】 

 平成18年３月31日現在における主要な設備は、次の通りであります。 

 （注）１．設備の内容の店舗は、眼鏡小売販売及び写真館であります。 

２．設備の内容には、事務所、寮・社宅、加工センターを含んでおります。 

３．帳簿価額のうち「その他」は、車両及び運搬具であり、建設仮勘定、保証金・敷金及び建設協力金は含まれておりませ

ん。 

なお、金額には消費税等を含めておりません。 

４．床面積及び土地面積のうち、（ ）内は自社物件の面積を［ ］内は賃借面積を表示しております。 

なお、当期における賃借料の総額は3,015,863千円であります。 

５．従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は含んでおりません。 

６．現在重要な休止中の設備はありません。 

事業所名 設備の内容 

帳簿価額
従業 
員数 
（人） 

店舗数 
（店） 

建物及び構築
物（千円） 
（床面積㎡） 

器具・備品
（千円） 

土地
（千円） 
（面積㎡） 

その他
（千円） 

合計
（千円） 

（店舗） 
北海道 

（注）１． 

11,766 
(－)

[244.64]
4,382

－
(－)
[－]

― 16,149 2 2

東北地方 
16,089 
(－)

[453.68]
4,844

－
(－)
[－]

― 20,934 7 4

関東地方 
898,680 
(4,612.33)
[10,160.70]

184,421
682,900
(1,543.04)
[6,444.08]

681 1,766,683 251 77

中部地方 
652,302 
(2,214.91)
[8,147.31]

86,632
96,837
(716.48)

[22,257.39]
1,340 837,113 148 56

近畿地方 
1,600,940 
(6,740.35)
[17,689.76]

228,197
924,817
(4,391.90)
[26,235.49]

― 2,753,955 394 135

中国地方 
163,050 
(830.78)
[517.84]

8,217
104,287
(621.48)
[2,195.90]

― 275,555 10 4

四国地方 
34,316 
(－)

[980.69]
13,827

－
(－)

[709.41]
― 48,143 18 7

九州地方 
97,098 
(268.00)
[1,470.83]

25,613
－
(－)

[1,116.30]
― 122,711 25 11

店舗計 
3,474,245 
(14,666.37)
[39,665.45]

556,138
1,808,843
(7,272.90)
[58,958.57]

2,021 5,841,248 855 296

本社等 
（大阪市天王寺区 
その他） 

（注）２． 
359,795 
(3,273.20)
[4,467.61]

18,859
408,564
(1,551.52)

[－]
5,100 792,320 98 ―

合計 － 
3,834,041 
(17,939.57)
[44,133.06]

574,997
2,217,407
(8,824.42)
[58,958.57]

7,122 6,633,568 953 296



７．リース契約による主な賃借設備は下記の通りであります。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当事業年度末現在における重要な設備の新設、改修の計画は次の通りであります。 

(1）重要な設備の新設 

 （注） 投資予定金額には保証金、敷金及び建設協力金を含んでおります。 

  

(2）重要な改修 

  

  

  名称 数量 リース期間
年間リース料
（千円） 

リース契約残高
（千円） 

  
本社オフィスコンピュータ 
（所有権移転外ファイナンス・リ
ース取引） 

一式 ４～５年間 74,941 200,060 

  

商品発注及び販売管理等パーソナ
ルコンピュータ 
（所有権移転外ファイナンス・リ
ース取引） 

 316台 ４～５年間 37,399 96,836 

  
店舗バーコードプリンター 
（所有権移転外ファイナンス・リ
ース取引） 

 313台 ４～５年間 25,237 9,752 

  合計 － － 137,578 306,649 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月

総額 
（千円） 

既支払額
（千円） 

着手 完了 

営業店４店 
（関東地方） 

眼鏡店舗 159,350 4,248

自己資金

平成18年度 平成18年度

営業店１店 
（中部地方） 

眼鏡店舗 33,000 － 平成18年度 平成18年度

営業店６店 
（近畿地方） 

眼鏡店舗 296,500 － 平成18年度 平成18年度

営業店１店 
（四国地方） 

眼鏡店舗 53,000 － 平成18年度 平成18年度

合計 － 541,850 4,248 － － 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月

総額 
（千円） 

既支払額
（千円） 

着手 完了 

営業店改修等 眼鏡店舗 296,650 － 自己資金 平成18年度 平成18年度



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 株式分割（無償交付）     １：1.1 

平成６年11月21日     1,915,334株 

転換社債の株式への転換 

（平成６年４月１日～平成７年３月31日） 

               56,963株 

  

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式305,523株は「個人その他」に3,055単元及び「単元未満株式の状況」に23株を含めて記載しております。 

２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式をそれぞれ11単元及び90株含め

て記載しております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 60,000,000 

計 60,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年6月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 21,076,154 同左
㈱東京証券取引所
㈱大阪証券取引所 
各市場第一部 

－ 

計 21,076,154 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成７年３月31日 1,972,297 21,076,154 60,004 5,478,034 59,991 6,962,295

    
平成18年３月31日現在 

区分 

株式の状況（１単元の株式数 100株）
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） ― 42 19 122 40 2 18,366 18,591 － 

所有株式数
（単元） 

― 33,647 435 47,101 18,623 13 110,608 210,427 33,454 

所有株式数の
割合（％） 

― 15.99 0.21 22.38 8.85 0.01 52.56 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株（議決権の数11個）含まれております。 

  

    平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

有限会社佐々興産 大阪市生野区勝山北１丁目20番17号 2,138 10.15 

愛眼従業員持株会 大阪市天王寺区大道４丁目９番12号 1,135 5.39 

佐々 栄治 大阪市生野区 795 3.77 

ソシエテ ジェネラル 
 バンク アンド トラスト 

11,ＡＶＥＮＵＥ ＥＭＩＬＥ ＲＥＵＴ
ＥＲ Ｌ－2420 ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ 

700 3.33 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 671 3.18 

有限会社瑞 大阪府堺市鴨谷台１丁27番２号 635 3.01 

愛眼共栄会 大阪市天王寺区大道４丁目９番12号 600 2.85 

佐々 善二郎 横浜市港南区 586 2.78 

下條 千一 大阪府堺市 541 2.57 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 501 2.38 

計 － 8,306 39.41 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）
普通株式  305,500 

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,737,200 207,372 － 

単元未満株式 普通株式  33,454 － － 

発行済株式総数 21,076,154 － － 

総株主の議決権 － 207,372 － 



②【自己株式等】 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  

    平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

愛眼株式会社 
大阪市天王寺区大
道四丁目９番12号 

305,500 － 305,500 1.45 

計 － 305,500 － 305,500 1.45 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 



３【配当政策】 

 当社は、利益配分につきまして、今後の事業展開・経営体質の強化等を勘案いたしまして内部留保に努めるとともに、安定的

な配当の維持に努めることを基本としております。 

 当期の配当につきましては、１株につき普通配当８円（中間配当７円を含め年間配当額15円）を行いました。 

 内部留保金につきましては、経営体質の一層の充実並びに将来の事業展開に役立ててまいりたいと考えております。 

 なお、第46期の中間配当についての取締役会決議は平成17年11月22日に行っております。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 912 733 706 1,010 1,100 

最低（円） 671 461 578 671 867 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,045 1,032 1,053 1,033 1,025 1,030 

最低（円） 976 998 1,002 981 990 997 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役会長 
(代表取締役) 

－ 下條 千一 大正12年９月１日生

昭和13年３月 大阪機工株式会社入社 

昭和17年１月 松本鉄工所（個人経営）入社 

昭和22年１月 佐々栄商会入社 

昭和36年１月 瑞宝眼鏡光学株式会社（現愛眼

㈱）設立、専務取締役就任 

平成元年４月 代表取締役社長就任 

平成15年６月 代表取締役会長就任（現任） 

541

取締役社長 
(代表取締役) 

－ 佐々 栄治 昭和20年８月19日生

昭和43年３月 当社入社 

昭和54年１月 第１営業部商品部長 

昭和54年１月 取締役就任 

昭和57年３月 第１営業部長 

昭和62年５月 経営企画室長 

昭和63年４月 管理本部長兼総務部長 

平成元年４月 常務取締役就任 

平成３年３月 管理本部長 

平成５年４月 専務取締役就任 

平成５年４月 愛眼事業本部長 

平成７年７月 事業統括本部長 

平成８年10月 管理本部長 

平成10年２月 有限会社アイアイオプト 代表

取締役就任（現任） 

平成15年６月 代表取締役社長就任（現任） 

795

専務取締役 営業本部長 下條 三千夫 昭和24年12月19日生

昭和47年３月 当社入社 

昭和62年５月 愛眼事業部西部営業部長 

昭和62年６月 取締役就任 

平成元年５月 愛眼事業本部西部営業部長 

平成５年４月 愛眼事業本部西部兼中部営業部

長 

平成７年７月 愛眼西部営業本部長 

平成11年10月 常務取締役就任 

平成15年４月 営業本部長（現任） 

平成15年６月 専務取締役就任（現任） 

178

常務取締役 営業副本部長 佐々 善二郎 昭和22年10月22日生

昭和45年３月 当社入社 

昭和57年３月 第２営業部東部部長 

昭和62年５月 愛眼事業部東部営業部長 

昭和62年６月 取締役就任 

平成元年５月 愛眼事業本部東部営業部長 

平成７年７月 愛眼東部営業本部長 

平成11年10月 常務取締役就任（現任） 

平成15年４月 営業副本部長（現任） 

586



 （注）１．監査役木南照一、梅津善一及び森重洋一の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．常務取締役佐々善二郎は、取締役社長佐々栄治の実弟であります。 

３．専務取締役下條三千夫は、取締役会長下條千一の長男であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

常務取締役 管理本部長 宮越 進 昭和15年３月２日生

昭和33年４月 株式会社住友銀行（現株式会社

三井住友銀行）入行 

昭和63年４月 同行富田林支店長 

平成２年４月 同行茨木支店長 

平成４年８月 同行調査役 

平成６年２月 美濃利株式会社取締役 

総務部長 

平成12年６月 当社監査役就任 

平成12年８月 当社常勤監査役就任 

平成15年６月 常務取締役就任（現任） 

平成15年６月 管理本部長（現任） 

2

取締役 
管理副本部長兼
経理部長 

向井 勇 昭和22年５月22日生

昭和38年３月 当社入社 

昭和63年４月 経営企画室長 

平成５年６月 取締役就任（現任） 

平成７年６月 経理部長 

平成15年４月 管理副本部長兼経理部長（現

任） 

93

取締役 総務・人事部長 下 祥造 昭和24年8月７日生

昭和43年３月 当社入社 

平成７年７月 愛眼西部営業部長 

平成15年４月 総務・人事部長（現任） 

平成15年６月 取締役就任（現任） 

70

取締役 経営企画室長 土肥 宏治 昭和27年8月22日生

昭和53年９月 当社入社 

平成８年12月 経営企画室長（現任） 

平成15年６月 取締役就任（現任） 

0

取締役 営業部長 大上 広 昭和24年10月18日生

昭和44年８月 当社入社 

平成15年４月 西部第三営業部長 

平成17年６月 取締役就任（現任） 

平成17年６月 営業部長（現任） 

37

監査役 
（常勤） 

－ 木南 照一 昭和24年10月30日生

昭和49年４月 株式会社三和銀行（現株式会社

ＵＦＪ銀行）入行 

平成９年４月 同行総務部調査役 

平成15年６月 当社常勤監査役就任（現任） 

0

監査役 
（常勤） 

－ 上妻 正智 昭和18年６月11日生

昭和41年４月 株式会社住友銀行（現株式会社

三井住友銀行）入行 

平成６年２月 田崎真珠株式会社取締役 

平成15年５月 当社入社 営業部長 

平成17年６月 当社常勤監査役就任（現任） 

0

監査役 － 梅津 善一 昭和24年６月26日生

昭和55年９月 公認会計士安原誠吾事務所入所 

平成元年10月 梅津公認会計士事務所所長（現

任） 

平成６年６月 当社監査役就任（現任） 

－

監査役 － 森重 洋一 昭和38年６月22日生

昭和62年３月 朝日新和会計社（現あずさ監査

法人）入社 

平成10年10月 同監査法人マネジャー 

平成13年７月 森重・関根公認会計士事務所開

設（現のぞみ合同会計社）、同

公認会計士（現任） 

平成15年６月 当社監査役就任（現任） 

－

        計 2,304



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、事業活動を通じて企業の総合価値を高め、継続的で安定した収益と成長を図ることが、企業経営の重要使命である

と位置付けております。そして株主、投資家、従業員をはじめ顧客、取引先などステークホルダーとの共存・共栄を基本理念

に、信頼関係を高める所存であります。 

 また、企業価値を毀損し株主の利益に反することがないよう、経営環境の変化に迅速かつ的確に業務執行するための、経営

管理体制やシステムの見直し・改善に努め、経営責任の明確化を図っております。そして、正確な情報の迅速な開示、法令や

社会倫理に反することがない公正で透明性の高い経営を実現させるため、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでおり

ます。特に法令遵守の管理体制(コンプライアンス)の徹底やリスク管理について、体制の整備を進めております。 

 今後も急激に変化する環境下で、企業価値を高め株主価値を高めるために取締役及び取締役会の権限・責任を明確にし、監

査役の権限を強化し、コーポレート・ガバナンスの徹底とコンプライアンス体制の確立を図ってまいります。 

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

イ）取締役会は重要な業務執行に関する意思決定機関であり、また業務執行を監督する機関として位置づけ、意思決定を各

部門が速やかに実施できる経営体制をとっております。取締役は現在９名で構成され、定例取締役会を毎月１回開催す

るほか、その他必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令及び定款に定められた事項や経営に関する重要案件、業績報

告などが付議・議論されております。 

ロ）当社は監査役制度を採用しております。監査役は現在４名で構成され、透明性確保の観点から内３名は独立性を確保し

た社外監査役であります。監査役はその専門的知識や経験から、当社の経営を監視、監査できる人材を選任しておりま

す。 

各監査役は、監査役会で定めた監査方針・業務分担などに従い、取締役の職務執行の適法性やそれに付帯する聴取、各

業務執行部門の業務遂行状況などについて監査しております。そして定期的に監査役会を開催し、客観的な立場から取

締役の職務執行に対し必要に応じて意見を述べる等、取締役の職務執行を監視できる体制をとっております。また、取

締役会及び経営会議等重要な会議には毎回監査役が出席し、必要に応じて意見を述べる等監視できる体制をとっており

ます。 

ハ）経営会議は毎月１回開催され、取締役及び業務執行部門の部門長で構成されております。会社全体、各業務執行部門の

重要事項が協議、決議され、業務執行の効率化・迅速化が図られております。 

ニ）会計監査人につきましては、あずさ監査法人を選任し、継続して監査を受けているほか、会計処理等において適宜アド

バイスを受け、正確な経営情報、財務情報の提供に努めております。また、当社とあずさ監査法人及び当社監査に従事

する同監査法人の業務執行社員との間には、特別な利害関係はありません。 

業務を執行した公認会計士 

指定社員 業務執行社員 ： 米沢 顕 

瀧川 佳秀 

※ 継続関与年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

会計監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 １３名、会計士補 ４名 

ホ）当社は弁護士と顧問契約を締結しております。顧問弁護士には、法律上の判断を必要とする場合、その都度専門的な立

場から指導を受け、法的な面でのリスク管理に努めております。 

ヘ）社長直轄組織として、通常の業務執行部門とは独立した内部監査室を設置しております。内部監査室は現在２名で構成

され、業務を中心に内部統制システムの有効性・効率性、法令遵守、リスクマネージメント等の監査を定期的に実施・

評価し、問題点の解決・指導とフォローアップに努めております。 

ト）監査役会、内部監査室、会計監査人は、連携を密にし、必要の都度お互いに意見交換・情報交換を実施し、監査の効率

性、有効性を高めております。 



チ）役員報酬および監査報酬の内容は下記の通りであります。 

取締役に支払った報酬 １２８百万円（当社には社外取締役はおりません。） 

（上記のほか、使用人兼務取締役の使用人給与および使用人賞与として３１百万円） 

監査役に支払った報酬  １７百万円 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  １６百万円 

  

② 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

イ）当社は社外取締役を選任しておりません。 

ロ）当社は社外監査役とは人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はございません。 

  

③ 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間（最近事業年度の末日から遡って１カ年）におけ

る実施状況 

 取締役会を定例で毎月１回開催し、取締役は十分な議論と意思決定を行い、経営責任、業務執行責任等を果たしており

ます。また平成17年４月１日から施行された個人情報保護法への対応として、全社横断の組織を編成し、「個人情報保護

の手引き」を作成し、社内ネットで従業員へ通知するとともに、階層別会議・研修等で周知・徹底を図り、管理体制の強

化に努めております。 

 また、企業業績や最新の企業情報を年２回の決算説明会、ディスクローズ制度、マスメディア、インターネット等のIR

活動を通じて速やかに開示し、市場との対話を積極的に実施しております。 



第５【経理の状況】 

  

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、第45期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の

財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第45期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）及び第46期

事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表について 

 連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年10月大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社では、子会

社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいも

のとして、連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次の通りであります。 

資産基準      2.2％ 

売上高基準     1.8％ 

利益基準      0.3％ 

利益剰余金基準   2.4％ 

  

  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   8,102,206 6,252,802 

２．受取手形   56,336 45,081 

３．売掛金   1,237,599 1,320,347 

４．商品   3,133,912 3,077,032 

５．貯蔵品   30,723 27,561 

６．前払費用   107,218 113,894 

７．繰延税金資産   304,898 255,942 

８．未収入金   4,887 7,998 

９．その他   10,922 16,539 

貸倒引当金   △9,000 △9,000 

流動資産合計   12,979,704 44.2 11,108,200 40.6

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物  7,719,244 7,788,963  

減価償却累計額  3,907,488 3,811,755 4,095,444 3,693,518 

２．構築物  627,578 603,449  

減価償却累計額  458,306 169,272 462,926 140,522 

３．車両及び運搬具  32,375 30,567  

減価償却累計額  25,174 7,201 23,444 7,122 

４．器具・備品  2,536,749 2,560,010  

減価償却累計額  1,958,372 578,377 1,985,013 574,997 

５．土地 ※４  2,232,401 2,217,407 

６．建設仮勘定   － 526 

有形固定資産合計   6,799,008 23.1 6,634,095 24.3



   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

(2）無形固定資産    

１．電話加入権   47,636 47,490 

２．ソフトウェア   8,995 10,956 

無形固定資産合計   56,631 0.2 58,446 0.2

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券   497,429 675,540 

２．関係会社株式   174,378 182,350 

３．出資金   677 677 

４．関係会社出資金   126,883 126,883 

５．長期固定化債権 ※２  51,528 33,899 

６．長期前払費用   177,889 195,084 

７．繰延税金資産   426,423 － 

８．保証金及び敷金   5,327,084 5,564,844 

９．建設協力金   1,550,305 1,383,771 

10．前払年金費用   32,774 107,294 

11．保険積立金   1,212,562 1,289,857 

12．その他   26,560 26,610 

貸倒引当金   △72,468 △54,839 

投資その他の資産合計   9,532,028 32.5 9,531,975 34.9

固定資産合計   16,387,667 55.8 16,224,516 59.4

資産合計   29,367,372 100.0 27,332,717 100.0

     



   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形   464,897 489,224 

２．買掛金   730,751 717,807 

３．短期借入金   300,000 － 

４．１年以内返済予定長期
借入金 

  1,300,000 － 

５．未払金   382,536 409,362 

６．未払法人税等   918,126 47,176 

７．未払消費税等   90,566 99,072 

８．前受金   425,240 434,834 

９．預り金   64,939 72,723 

10．賞与引当金   486,000 521,000 

11．その他   93,787 91,278 

流動負債合計   5,256,845 17.9 2,882,478 10.6

Ⅱ 固定負債    

１．退職給付引当金   653,790 － 

２．繰延税金負債   － 21,701 

３．再評価に係る繰延税金
負債 

※４  29,207 28,831 

４．その他   11,418 9,918 

固定負債合計   694,415 2.4 60,451 0.2

負債合計   5,951,261 20.3 2,942,930 10.8

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※１  5,478,034 18.7 5,478,034 20.0

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  6,962,295 6,962,295  

２．その他資本剰余金  － 10  

自己株式処分差益  － 10  

資本剰余金合計   6,962,295 23.7 6,962,306 25.5

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  347,761 347,761  

２．任意積立金    

別途積立金  11,880,000 11,880,000  

３．当期未処分利益  2,486,603 3,355,876  

利益剰余金合計   14,714,365 50.1 15,583,638 57.0



  

  

   
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※４  △3,646,485 △12.4 △3,647,034 △13.3

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

  100,416 0.3 206,362 0.7

Ⅵ 自己株式 ※５  △192,516 △0.7 △193,520 △0.7

資本合計   23,416,110 79.7 24,389,787 89.2

負債資本合計   29,367,372 100.0 27,332,717 100.0

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   25,880,682 100.0 26,515,708 100.0

Ⅱ 売上原価    

１．商品期首たな卸高  3,104,428 3,133,912  

２．当期商品仕入高  8,620,079 8,756,519  

合計  11,724,508 11,890,432  

３．商品期末たな卸高  3,133,912 8,590,596 33.2 3,077,032 8,813,399 33.2

売上総利益   17,290,086 66.8 17,702,309 66.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１．販売手数料  423,917 444,858  

２．荷造・運搬費  260,383 275,384  

３．広告宣伝費  1,620,049 1,703,083  

４．貸倒引当金繰入額  1,530 －  

５．役員報酬  141,500 146,490  

６．給料  4,752,425 4,887,279  

７．賞与  524,886 477,692  

８．賞与引当金繰入額  486,000 521,000  

９．退職給付費用  371,396 290,526  

10．法定福利費  650,065 814,312  

11．福利厚生費  66,267 53,110  

12．接待交際費  12,716 15,517  

13．旅費交通費  341,570 362,521  

14．通信費  212,787 144,582  

15．水道光熱費  341,632 333,973  

16．消耗品費  292,353 290,088  

17．租税公課  206,947 200,333  

18．減価償却費  532,527 520,308  

19．修繕費  63,519 71,890  

20．保険料  39,928 39,574  

21．賃借料  3,120,799 3,204,748  

22．支払手数料  336,593 356,826  

23．諸会費  28,060 27,239  

24．雑費  442,812 15,270,672 59.0 426,152 15,607,495 58.9

営業利益   2,019,414 7.8 2,094,813 7.9



  

  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  9,630 9,938  

２．受取配当金  6,462 3,524  

３．投資有価証券売却益  43,655 －  

４．経営指導料  17,693 12,663  

５．受取家賃  44,646 50,567  

６．保険金収入  208,503 22,477  

７．金銭の信託運用益  4,924 －  

８．雑収入  28,420 363,937 1.4 44,129 143,301 0.6

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  22,434 6,513  

２．固定資産除却損  38,004 93,902  

３．退店解約金  － 27,176  

４．保険解約損  5,243 －  

５．雑損失  715 66,396 0.2 1,658 129,251 0.5

経常利益   2,316,955 9.0 2,108,862 8.0

 Ⅵ 特別利益    

１．投資有価証券売却益  － 103,370  

２．退職給付制度終了益  － 84,655  

 ３．有形固定資産売却益 ※１ 567 2,094  

４．立退料収入  － 45,535  

 ５．貸倒引当金戻入益  63,836 64,403 0.2 2,364 238,020 0.9

Ⅶ 特別損失    

１．投資有価証券売却損  － 18,962  

２．有形固定資産売却損 ※２ － 5,493  

３．役員退職金  － 132,144  

４．ゴルフ会員権評価損 ※３ 23,940 －  

５．減損損失 ※４ － 23,940 0.1 10,696 167,296 0.7

税引前当期純利益   2,357,418 9.1 2,179,586 8.2

法人税、住民税及び事
業税 

 1,130,035 575,000  

法人税等調整額  △61,174 1,068,860 4.1 424,290 999,290 3.7

当期純利益   1,288,558 5.0 1,180,295 4.5

前期繰越利益   1,339,065 2,320,430 

再評価差額金取崩額   △16,385 548 

中間配当額   124,634 145,398 

当期未処分利益   2,486,603 3,355,876 

     



③【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税引前当期純利益  2,357,418 2,179,586 

減価償却費  532,527 520,308 

長期前払費用償却  37,155 39,799 

減損損失  － 10,696 

有形固定資産除却損  37,982 93,525 

投資有価証券売却損益  △43,655 △84,407 

ゴルフ会員権評価損  3,000 － 

金銭の信託運用損益  △4,924 － 

貸倒引当金の減少額  △41,365 △2,364 

退職給付引当金の増加
額（△減少額） 

 245,825 △728,310 

賞与引当金の増加額
（△減少額） 

 △10,000 35,000 

受取利息及び受取配当
金 

 △16,093 △13,463 

支払利息  22,434 6,513 

売上債権の増加額  △48,988 △71,493 

たな卸資産の減少額
（△増加額） 

 △26,769 60,041 

仕入債務の増加額  85,007 11,382 

未払金の増加額  24,337 27,255 

未払消費税等の増加額
（△減少額） 

 △62,158 8,505 

その他  127,287 △18,512 

小計  3,219,021 2,074,063 

利息及び配当金の受取
額 

 7,228 5,238 

利息の支払額  △22,487 △5,730 

法人税等の支払額  △680,708 △1,440,647 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 2,523,054 632,925 



  

  

   
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

定期預金の預入による
支出 

 △1,500,000 △800,000 

定期預金の払戻による
収入 

 － 700,008 

有形固定資産取得によ
る支出 

 △563,462 △453,370 

有形固定資産売却によ
る収入 

 83,112 14,270 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △341,770 △481,159 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 300,308 557,844 

金銭の信託の取得によ
る支出 

 △688,350 － 

金銭の信託の売却によ
る収入 

 1,136,329 － 

その他投資による支出  △540,434 △698,448 

その他投資による回収  653,844 490,383 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △1,460,423 △670,470 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入金の純増減額  － △300,000 

長期借入金の返済によ
る支出 

 － △1,300,000 

配当金の支払額  △250,256 △311,474 

その他  △1,127 △993 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △251,383 △1,912,468 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 △20 360 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額（△減少額） 

 811,226 △1,949,653 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 5,771,207 6,582,434 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※ 6,582,434 4,632,780 

   



④【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

   
前事業年度
株主総会承認日 

（平成17年６月29日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  2,486,603 3,355,876 

Ⅱ 利益処分額  

配当金  166,172 166,172 166,165 166,165 

Ⅲ 次期繰越利益  2,320,430 3,189,711 

   



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法によっており

ます。 

同左 

  その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）によっております。 

同左 

  時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法によってお

ります。 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 商品 

 総平均法による原価法         同左 

  貯蔵品 貯蔵品 

   最終仕入原価法 同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除く）

については定額法）を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物及び附属設備 ３～50年 

同左 

  無形固定資産 無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

同左 

  長期前払費用 長期前払費用 

  定額法を採用しております。 同左 

４．引当金の計上基準 貸倒引当金 貸倒引当金 

  債権の貸倒損失に備えるため一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権及び破産更生債権等については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

同左 

  賞与引当金 賞与引当金 

  従業員等に対して支給する賞与の支払

に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

同左 



  

項目 
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  退職給付引当金 退職給付引当金 

  従業員の退職金支出に備えるため当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。なお、会計基準変更時差異につ

いては、10年による按分額を費用処理

しております。また、過去勤務債務

は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により翌事

業年度から費用処理しております。 

従業員の退職金支出に備えるため当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。なお、会計基準変更時差異につ

いては、10年による按分額を費用処理

しております。また、過去勤務債務

は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により翌事

業年度から費用処理しております。 

    （追加情報） 

 当社は、確定拠出年金法の施行に伴

い、平成17年10月に確定給付企業年金

制度の一部について確定拠出年金制度

へ、また、退職一時金制度の全部につ

いて前払退職金制度へ移行し、「退職

給付制度間の移行に関する会計処理」

（企業会計基準適用指針第１号）を適

用しております。 

 本移行に伴う当事業年度の損益に与

える影響額（特別利益）は84,655千円

であります。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び取得日から

満期日までの期間が３ヵ月以内の定期預

金であります。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の処理の方法 消費税等の処理の方法 

 税抜方式によっております。 

  

同左 

  



   会計処理方法の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これにより税引前当期純利益は10,696千円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

法人事業税の外形標準課税 

 平成16年４月１日以降に開始する事業年度より、外

形標準課税制度が導入されたことに伴い、当会計期間

から「法人事業税における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取扱い」(企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号(平成16年２月13

日))に従い、法人事業税の付加価値割及び資本割につ

いては、販売費及び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が79,973千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が

79,973千円減少しております。 

────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度
（平成18年３月31日） 

  
※１．会社が発行する株式総数 普通株式 60,000,000株

発行済株式総数 普通株式 21,076,154株

※１．会社が発行する株式総数 普通株式 60,000,000株

発行済株式総数 普通株式 21,076,154株

※２．長期固定化債権 ※２．長期固定化債権 

財務諸表等規則第32条第１項第10号の債権であり

ます。 

財務諸表等規則第32条第１項第10号の債権であり

ます。 

 ３．偶発債務  ３．偶発債務 

保証債務 保証債務 

(1)関係会社の銀行からの借入債務 得意先のリース債務 
  

  
九州ネオック㈱ 6,433千円 ㈱一光堂 1,229千円

㈱メガネの金安 1,185千円

㈱文明堂眼鏡店 864千円

その他（３件） 1,093千円

(2）関係会社及び得意先のリース債務   
  

関係会社  

㈲ヤマモト眼鏡店 224千円

得意先  

㈱一光堂 2,015千円

㈱メガネの金安 2,001千円

㈱メガネの正視堂 1,434千円

得意先（３件） 1,854千円

※４.「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、再評価に係る税効果相当額を再評価

に係る繰延税金負債として負債の部に計上し、当

該繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差額

金として資本の部に計上しております。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る方法により算出 

※４.「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、再評価に係る税効果相当額を再評価

に係る繰延税金負債として負債の部に計上し、当

該繰延税金負債を控除した金額を土地再評価差額

金として資本の部に計上しております。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３

月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る方法により算出 
  

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末に
おける時価と再評価後の帳簿
価額との差額 

413,869千円

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末に
おける時価と再評価後の帳簿
価額との差額 

473,186千円

※５．自己株式 ※５．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

304,542株であります。 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

305,523株であります。 

 ６．配当制限  ６．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は

100,416千円であります。 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は 

206,362千円であります。 



（損益計算書関係） 

  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産売却益は土地567千円であります。 ※１．有形固定資産売却益は建物2,094千円でありま

す。 

※２．       ────── 

  

※２．有形固定資産売却損は土地5,493千円でありま

す。 

※３．ゴルフ会員権評価損23,940千円の内、貸倒引当金

繰入額20,940千円が含まれております。 

※３．        ────── 

※４．       ────── ※４．減損損失 

  当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上いたしました。 

  
場所 用途 種類 金額 

奈良県１店舗 店舗 建物 1,489千円 

京都府１店舗 店舗 建物 3,327千円 

神奈川県１店舗
店舗及び
広告設備 

建物及び
構築物 

5,879千円 

合計 10,696千円 

  当社は、減損損失を認識するにあたり、キャッシ

ュ・フローを生み出す最小単位として営業店舗を

グルーピングしております。 

減損損失の認識に至った経緯として、競争の激化

等により収益性が低下しており、今後の改善が困

難と予想される店舗について、資産グループの帳

簿価額を全額減額し、当該減少額を減損損失

（10,696千円）として特別損失に計上しておりま

す。 

その内訳は、建物10,079千円、構築物616千円で

あります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） 
  
  （千円）

現金及び預金勘定 8,102,206 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,519,771 

現金及び現金同等物 6,582,434 

  （千円）

現金及び預金勘定 6,252,802 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,620,021 

現金及び現金同等物 4,632,780 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

器具・備品 653,676 365,039 288,636

ソフトウェア 444,279 209,178 235,101

合計 1,097,955 574,217 523,738

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

器具・備品 612,680 386,592 226,088 

ソフトウェア 378,432 184,581 193,850 

合計 991,112 571,174 419,938 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 169,798千円

１年超 353,939千円

計 523,738千円

１年内 153,456千円

１年超 266,481千円

計 419,938千円

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 
  
支払リース料 187,855千円

減価償却費相当額 187,855千円

支払リース料 183,615千円

減価償却費相当額 183,615千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

   （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損処理を行い、30～50％

程度下落した場合には、当該金額の回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券 

  

  種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの 

(1）株式 123,840 328,032 204,191 

(2）債券

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 123,840 328,032 204,191 

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの 

(1）株式 192,308 157,168 △35,140 

(2）債券

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 192,308 157,168 △35,140 

合計 316,149 485,201 169,051 

売却額（千円） 売却益の合計（千円） 売却損の合計（千円） 

300,308 47,563 3,907 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社及び関連会社株式 174,378 

(2）その他有価証券 

店頭売買株式を除く非上場株式 12,228 



当事業年度（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損処理を行い、30～50％

程度下落した場合には、当該金額の回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  

３．時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  次へ 

  種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの 

(1)株式 176,060 547,674 371,614 

(2)債券 

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3)その他 － － － 

小計 176,060 547,674 371,614 

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの 

(1)株式 139,840 115,637 △24,203 

(2)債券 

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3)その他 － － － 

小計 139,840 115,637 △24,203 

合計 315,900 663,311 347,411 

売却額（千円） 売却益の合計（千円） 売却損の合計（千円） 

557,844 103,370 18,962 

  貸借対照表計上額（千円） 

(1)子会社及び関連会社株式 182,350 

(2)その他有価証券 

店頭売買株式を除く非上場株式 12,228 



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は前払退職金・確定拠出年金制度及び規約型企業年金制度を併用しております。 

なお、平成17年10月に退職一時金制度（退職金制度の30％相当額）を前払退職金制度に移行しました。 

また、規約型企業年金制度（退職金制度の70％相当額）を退職金制度の35％に減額することに伴い、減額分を確定拠

出年金制度に移行しました。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

 （注） 当期において規約型企業年金制度の一部を確定拠出年金制度へ、また退職一時金制度を前払退職金制度への移行したこと

に伴う影響額は次のとおりであります。 

  

また、確定拠出年金制度への資産移換額及び一時金制度廃止に伴う一括支給額はそれぞれ、968,997千円、771,702千円で

あり、当期において全額移換または支給済みであります。 

  

  
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

(1)退職給付債務（千円） △3,354,452 △1,139,869 

(2)年金資産（千円） 2,175,360 1,348,081 

(3)未積立退職給付債務（千円）(1)＋(2) △1,179,091 208,212 

(4)会計基準変更時差異の未処理額（千円） 303,895 59,012 

(5)未認識数理計算上の差異（千円） 254,181 △13,939 

(6)未認識過去勤務債務（千円） － △145,991 

(7)貸借対照表計上額純額（千円） 
(3)＋(4)＋(5)＋(6) 

△621,015 107,294 

(8)前払年金費用（千円） 32,774 107,294 

(9)退職給付引当金（千円）(7)－(8) △653,790 － 

  退職給付債務の減少 2,188,620千円

  会計基準変更時差異の未処理額 △207,116千円

  未認識数理計算上の差異 △156,149千円

  退職給付引当金の減少 1,825,355千円



３．退職給付費用に関する事項 

 （注） 当期において、上記以外に退職給付制度の一部終了に伴い「退職給付制度終了益」として特別利益84,655千円を計上して

おります。 

  

４．退職給付債務の計算基礎 

  
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1)勤務費用（千円） 226,927 147,726 

(2)利息費用（千円） 63,183 44,702 

(3)期待運用収益（減算）（千円） 47,911 41,140 

(4)会計基準変更時差異の費用処理額
（千円） 

60,779 37,766 

(5)臨時に支払った割増退職金（千円） 6,195 2,124 

(6)確定拠出年金掛金（千円） － 38,722 

(7)前払退職金支払額（千円） － 33,272 

(8)数理計算上の差異の費用処理額（千円） 62,221 35,036 

(9)過去勤務債務の費用処理額(減算)(千円) － 7,683 

計 371,396 290,526 

  
前事業年度

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

(1)割引率（％） 2.0 2.0 

(2)期待運用収益率（％） 2.4 2.4 

(3)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(4)過去勤務債務の処理年数（年） 10 10 

(5)会計基準変更時差異の処理年数（年） 10 10 

(6)数理計算上の差異の処理年数（年） 10 10 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内

訳 

    
前事業年度

（平成17年３月31日現在）
当事業年度 

（平成18年３月31日現在） 
  

  
  

  

繰延税金資産 

賞与引当金否認 

退職給付引当金損金算入限度超過額 

投資有価証券評価損否認 

貸倒引当金損金算入限度超過額 

少額減価償却資産償却超過額 

未払事業税否認 

関係会社株式評価損否認 

減損損失 

その他 

繰延税金資産計 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 

前払年金費用 

その他 

繰延税金負債計 

繰延税金資産の純額 

  
 

197,316千円

238,830千円

198,233千円

30,640千円

16,859千円

81,913千円

7,466千円

－千円

40,746千円

812,006千円

 

△68,634千円

－千円

△12,049千円

△80,684千円

731,321千円

   

211,526千円

－千円

112,685千円

27,136千円

14,767千円

16,788千円

7,466千円

4,342千円

39,539千円

434,253千円

 

△141,049千円

△43,561千円

△15,401千円

△200,011千円

234,241千円

  

    
前事業年度

（平成17年３月31日現在）
当事業年度 

（平成18年３月31日現在） 
  

  
  

  

法定実効税率 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない
項目 

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目 

住民税均等割額 

その他 

税効果会計適用後の法人税等の負担
率 

  
40.6％

 

0.2％

△0.1％

4.4％

0.2％

45.3％

  40.6％

 

0.4％

△0.0％

4.7％

0.1％

45.8％

  



（持分法損益等） 

  

（関連当事者との取引） 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 関連会社に対する投資の金額並びに当該投資に対して

持分法を適用した場合の投資の金額及び持分法を適用し

た場合の投資利益の金額は、利益基準及び利益剰余金基

準に基づき、重要性がないため記載しておりません。 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 該当事項ありません。 同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 1,127円31銭

１株当たり当期純利益金額 62円03銭

１株当たり純資産額 1,174円24銭

１株当たり当期純利益金額 56円82銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載し

ておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載し

ておりません。 

  
前事業年度

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当期純利益（千円） 1,288,558 1,180,295 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,288,558 1,180,295 

期中平均株式数（株） 20,772,357 20,771,221 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー
プ 

122 220,572 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 124 162,019 

㈱ダイヤモンドシティ 6,779 36,878 

船井電機㈱ 2,000 23,280 

イオン㈱ 6,440 18,388 

㈱トプコン 8,114 17,850 

㈱ローソン 4,000 17,720 

住友信託銀行㈱ 10,250 13,960 

吉本興業㈱ 3,000 9,000 

㈱ＮＴＴドコモ 50 8,700 

その他（３３銘柄） 88,460 147,170 

計 129,341 675,540 



【有形固定資産等明細表】 

  

３．無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載

を省略しております。 

４．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

  

【借入金等明細表】 

 （注） 平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産   

建物 
7,719,244 

  
280,159 

  
210,439
(10,079) 

7,788,963
  

4,095,444
  

334,120 
  

3,693,518
  

構築物 
627,578 

  
580 
  

24,709
(616) 

603,449
  

462,926
  

22,584 
  

140,522
  

車両及び運搬具 32,375 2,800 4,609 30,567 23,444 2,649 7,122

器具・備品 2,536,749 161,198  137,937 2,560,010 1,985,013 155,845  574,997 

土地 2,232,401 － 14,993 2,217,407 － － 2,217,407 

建設仮勘定 － 534,920  534,394 526 － － 526 

有形固定資産計 
13,148,350 

  
 979,659  

  
927,084 
(10,696) 

13,200,925 
  

6,566,830 
  

515,199  
  

6,634,095 
  

無形固定資産   

電話加入権 － － － 47,490 － － 47,490 

ソフトウェア － － － 24,001 13,045 5,109 10,956

無形固定資産計 － － － 71,491 13,045 5,109 58,446

長期前払費用 299,104 63,187  35,426 326,865 131,781 39,799  195,084 

繰延資産   

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

 （注）１．主な増加内容 建物 ヨドバシＡＫＩＢＡ店 22,584千円 

    ヨドバシ横浜店 13,822千円 

２．主な減少内容 土地 成田寮 14,993千円 

区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

短期借入金 300,000 － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,300,000 － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － － 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 1,600,000 － － － 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は305,523株であります。 

２．自己株式処分差益の当期増加額は自己株式の処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額その他は、回収による取崩額2,364千円と一般債権の貸倒実績率による洗替額9,000千円を含んで

おります。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（千円） 5,478,034 － － 5,478,034

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注） （株） （21,076,154）（    －）（    －）（21,076,154）

普通株式 （千円） 5,478,034 － － 5,478,034

計 （株） （21,076,154）（    －）（    －）（21,076,154）

計 （千円） 5,478,034 － － 5,478,034

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

（資本準備金）    

株式払込剰余金 （千円） 6,962,295 － － 6,962,295

（その他資本剰余金）    

自己株式処分差益 （千円） － 10 － 10

計 （千円） 6,962,295 10 － 6,962,306

利益準備金及
び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 347,761 － － 347,761

（任意積立金）    

別途積立金 （千円） 11,880,000 － － 11,880,000

計 （千円） 12,227,761 － － 12,227,761

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 81,468 9,000 15,264 11,364 63,839

賞与引当金 486,000 521,000 486,000 － 521,000



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ．現金及び預金 

  

ロ．受取手形 

(a）相手先別内訳 

  

(b）期日別内訳 

  

区分 金額（千円）

現金 36,184 

預金の種類 

当座預金 1,196,059 

普通預金 1,299,036 

別段預金 1,499 

定期預金 3,720,021 

小計 6,216,617 

合計 6,252,802 

相手先 金額（千円）

㈱メガネの金安 14,450 

㈱森商店 7,400 

㈱メガネ一番 5,774 

㈱メガネの平川 5,071 

㈱キクヤメガネ 4,910 

その他 7,475 

合計 45,081 

期日 金額（千円）

平成18年４月 14,105 

〃  ５月 12,458 

〃  ６月 7,010 

〃  ７月 2,325 

〃  ８月 1,682 

〃  ９月以降 7,500 

合計 45,081 



ハ．売掛金 

(a）相手先別内訳 

  

(b）売掛金の発生及び回収状況並びに滞留状況 

ａ．発生回収状況 

  

ｂ．回収率及び滞留日数 

 （注） 当期発生高及び当期回収高は消費税等を含んでおります。 

  

ニ．商品 

  

ホ．貯蔵品 

  

相手先 金額（千円）

イオン㈱ 273,287 

三井住友カード㈱ 121,952 

㈱ジェーシービー 114,336 

㈱ダイエーリーシングカンパニー 101,370 

㈱ダイヤモンドシティ 59,738 

その他 649,663 

合計 1,320,347 

前期繰越高（千円） 当期発生高（千円） 当期回収高（千円） 次期繰越高（千円） 

1,237,599 21,692,247 21,609,498 1,320,347 

算式 回収率（％） 算式 滞留期間（日） 

  
当期回収高 

前期繰越高＋当期発生高 
94.2 

  
1/2（前期繰越高＋次期繰越高）

当期発生高 
×365 21.5 

品目 金額（千円）

フレーム 2,186,199 

レンズ 116,734 

サングラス 435,398 

コンタクト類 207,306 

その他 131,394 

合計 3,077,032 

区分 金額（千円）

広告宣伝資材 6,111 

その他 21,450 

合計 27,561 



ヘ．保証金及び敷金 

  

ト．建設協力金 

  

② 負債の部 

イ．支払手形 

(a）相手先別内訳 

  

(b)期日別内訳 

  

区分 金額（千円）

店舗他入店先 5,524,346 

商品仕入先 11,442 

その他 29,056 

合計 5,564,844 

区分 金額（千円）

店舗他入店先 1,383,771 

合計 1,383,771 

相手先 金額（千円）

㈱シャルマン 152,470 

ＨＯＹＡ㈱ 120,000 

萩原㈱ 42,479 

モレルジャパン㈱ 30,954 

日本レンズ工業㈱ 29,294 

その他 114,024 

合計 489,224 

期日 金額（千円）

平成18年４月 207,121 

〃  ５月 158,665 

〃  ６月 93,436 

〃  ７月 30,000 

合計 489,224 



ロ．買掛金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

相手先 金額（千円）

セイコーオプティカルプロダクツ㈱ 158,820 

ジョンソン・エンド・ジョンソン㈱ 56,367 

ＨＯＹＡ㈱ 50,471 

㈱ニコン・エシロール 41,365 

㈱シャルマン 35,425 

その他 375,357 

合計 717,807 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 100株券・1,000株券・10,000株券

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り又は買増
し 

 

取扱場所 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 
３月31日及び９月30日現在の100株以上所有株主に対し、一律、メガネ
［フレーム＋レンズ］（但し、特別限定品は除く）50％割引券２枚を贈
呈する。 



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第45期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日関東財務局長に提出 

(2)半期報告書 

 （第46期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月22日関東財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

  

    平成17年６月29日

愛眼株式会社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 米沢  顕  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 瀧川 佳秀  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている愛

眼株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第45期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、愛眼

株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

  

    平成18年６月29日

愛眼株式会社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 米沢  顕  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 瀧川 佳秀  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている愛

眼株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第46期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、愛眼

株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用してい

るため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 
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